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○富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付要綱 

令和７年３月26日 

訓令甲第23号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、老朽化した空家の除却を実施する者に対し、予算の範囲内にお

いてその経費の一部を補助することにより、倒壊の危険性がある木造住宅の空家の

倒壊による災害を防止し、市民の生命、身体又は財産を保護することを目的とし、

その交付に関し、富士吉田市補助金等交付規則（平成４年規則第３号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 老朽化空家とは、市内に存する住宅であって、次の要件を全て満たすものを

いう。 

ア 個人が所有する木造在来工法で建築された住宅（併用住宅の場合は、延べ床

面積の２分の１以上が住宅の用に供されているものに限る。）であること。 

イ 昭和56年５月31日以前に新築の工事に着手した住宅であること。 

ウ 居住その他使用がなされていないことが常態であること。 

エ 公共事業等の補償の対象となっていないこと。 

オ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）第13条第２項

又は第22条第２項の規定による勧告を受けていないこと。 

カ 長屋又は共同住宅でないこと。 

キ 賃貸事業等の利益を目的とし使用していた住宅でないこと。 

(２) 木造住宅耐震診断とは、富士吉田市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱（平

成15年訓令甲第30号）に基づき本市が実施する診断をいう。 

(３) 総合評点とは、木造住宅耐震診断による総合評点をいう。 

(４) 旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断とは、「住宅・建築物

耐震改修事業を活用した旧耐震基準の木造住宅の除却における耐震診断について

（技術的助言）」（令和６年１月30日付け国住市第40号）の別添「旧耐震基準の
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木造住宅の除却における容易な耐震診断調査票」に基づいて行う耐震診断をいう。 

(５) 除却工事とは、次のいずれかの老朽化空家と同一の敷地（建築基準法施行令

（昭和25年政令第338号）第１条第１号に規定する敷地をいう。）内の建築物、工

作物及び草木等を全て除却し更地にすることをいう。 

ア 木造住宅耐震診断の結果、総合評点が1.0未満の老朽化空家 

イ 旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断の結果、倒壊の危険性

があると判断された老朽化空家 

(６) 施工業者とは、市内に本店、支店、事務所又は営業所を有する法人又は個人

事業主をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、老朽化空家の権利を有する者が複

数いる場合、所有権以外の権利の設定がある場合又は老朽化空家と当該土地の所有

者が異なる場合にあっては、関係する全ての権利者から同意を得ている者に限る。 

(１) 老朽化空家を所有する者（登記名義人（未登記の場合にあっては、固定資産

課税台帳に記載されている者））であること。ただし、当該登記名義人が死亡し

ている場合については、当該登記名義人の法定相続人（登記名義人に共有名義人

が存在する場合又は複数人の法定相続人が存在する場合には、それら全ての関係

者の同意を得ている代表者）とする。 

(２) 市税等を滞納していない者であること。ただし、老朽化空家の所有権その他

権利を有する者が複数いる場合は、関係する全ての権利者に市税等の滞納がない

こと。 

(３) 富士吉田市暴力団排除条例（平成24年条例第16号）第２条第３号に規定する

暴力団員等でないこと。 

(４) 除却工事を実施する老朽化空家において、過去に富士吉田市木造住宅耐震改

修等事業費補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次のいずれに

も該当する事業とする。 
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(１) 木造住宅耐震診断の結果、総合評点1.0未満と診断され、又は旧耐震基準の木

造住宅の除却における容易な耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断された

老朽化空家の除却工事事業 

(２) 建設業法（昭和24年法律第100号）別表第１の下欄に掲げる土木工事業、建築

工事業若しくは解体工事業に係る同法第３条第１項の許可又は建設工事に係る資

材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）第21条第１項の登録を受け

た施工業者が請け負う老朽化空家の除却工事事業 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、市長が諸般の事情を書類等により確認し認めた

場合は、施工業者以外の者（同項の許可又は登録を受けた者に限る。）が請け負う

老朽化空家の除去工事事業を補助対象事業に該当する事業とすることができる。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象経費（次条において「補助対象経費」という。）は、補助対象者

が実施する補助対象事業に要する費用と当該補助対象事業の実施に伴い発生した廃

材の運搬及び処分に要する費用の合計の額とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額又は100万円のいずれ

か低い額とする。 

２ 前項で定める補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 

（補助金の交付申請及び決定） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、

補助対象事業に着手する前に富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 住宅の構造及び建築年月日が確認できる固定資産税課税明細書又は家屋所在

証明書等の書類（市が実施した木造住宅の耐震診断報告書を添付した場合を除

く。） 

(２) 木造住宅の耐震診断報告書の写し（旧耐震基準の木造住宅の除却における容

易な耐震診断を実施した場合は、旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐

震診断調査票（様式第２号）） 
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(３) 補助対象事業に係る見積書（除却工事費用等の積算根拠や積算内訳が明らか

になるもので、補助対象事業に係る除却工事を実施する予定の施工業者等の押印

があるものに限る。）の写し 

(４) 申請に係る老朽化空家付近の見取り図、配置図及び現況写真 

(５) 本市の市税等に滞納がないことを確認できる書類（申請者の他に老朽化空家

等に関わる権利者等がいる場合には、関係する全ての権利者等の市税等に滞納が

ないことを確認できる書類） 

(６) 第４条第２号の規定にする許可又は登録を受けた施工業者等であることを証

する書類の写し 

(７) 利害関係者の同意に関する報告書兼誓約書（様式第３号）（申請者の他に老

朽化空家等に関わる権利者等がいる場合に限り、関係する全ての権利者等からの

同意書を添付して提出） 

(８) 電気料金、ガス料金又は水道料金の公共料金の使用量が分かるもの等で申請

に係る住宅が空家であることを証する書類 

(９) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

補助金の交付を決定し、富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付決定通知書（様

式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 申請者は、交付決定の通知後に事業着手し、申請の同一年度内に工事を完了させ

ることとする。 

３ 市長は、前項の規定による補助金の交付決定の際、申請者に必要な条件を別に定

めることができる。 

（計画の変更） 

第９条 申請者は、第７条に基づく申請内容に変更があるときは、富士吉田市老朽化

空家除却事業費補助事業計画変更承認申請書（様式第５号）に変更内容が判断でき

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは富士

吉田市老朽化空家除却事業費補助事業計画変更承認通知書（様式第６号）により、
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申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第10条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、

補助の申請を取り下げる場合は、富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付申請

取下げ申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは富士

吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付申請取下げ通知書（様式第８号）により、

申請者に通知するものとする。 

（完了実績報告） 

第11条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、富士吉田市老朽化空家除却

事業費補助事業完了実績報告書（様式第９号。以下「実績報告書」という。）に、

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 補助対象事業に係る請負契約書（当該補助対象事業に係る除却工事を実施し

た施工業者等の押印があるものに限る。）の写し 

(２) 補助対象事業に係る請求書及び領収書（当該補助対象事業に係る除却工事を

実施した施工業者等の押印があるものに限る。）の写し 

(３) 補助対象事業の着手前、工事状況及び完了後の状態が確認できる写真 

(４) 補助対象事業に伴い生じた廃棄物の処理に関する証明書の写し 

(５) その他市長が必要と認める書類 

２ 交付決定者は、前項の実績報告書を補助金の交付の決定の日の属する年度の２月

末日までに提出するものとする。 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は、前条の完了実績報告書を受理したときは、内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の額を確定し、富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金交付確

定通知書（様式第10号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第13条 交付決定者は、前条の確定通知書を受けたときは遅滞なく富士吉田市老朽化

空家除却事業費補助金支払請求書（様式第11号）を市長に提出しなければならない。

ただし、補助金の受領について、除却工事の契約を締結した施工業者等に委任する
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こと（以下「受領委任払」という。）により請求する場合は、富士吉田市老朽化空

家除却事業費補助金受領委任払請求書（様式第12号）によるものとする。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとする。こ

の場合において、受領委任払により除却工事の契約を締結した施工業者等に補助金

の交付があったときは、当該交付決定者に補助金の交付があったものとみなす。 

（交付決定の取消し等） 

第14条 市長は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は

補助金の交付を受けた者に対し、その交付決定を取消し、又は期限を定めて補助金

額の全部若しくは一部の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、富士吉田市老朽化空家除却事業費補助金の交

付に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この訓令甲は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年訓令甲第21号） 

この訓令甲は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第９条関係） 

様式第７号（第10条関係） 

様式第８号（第10条関係） 

様式第９号（第11条関係） 

様式第10号（第12条関係） 

様式第11号（第13条関係） 

（令８訓令甲21・一部改正） 

様式第12号（第13条関係） 

（令８訓令甲21・一部改正） 

 


